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Ⅰ 2021 年度 事業報告 

 １ 主要な事業内容に関する事項 

No. 項 目 事 業 内 容 

１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小売電気事業   事業実施体制の構築 

・ 経済産業省への小売電気事業申請・登録 

・ 顧客管理システムおよび自社ホームページの構築 

  電源調達（合計：6,970,478kWh（≒6,970MWh）） 

・ クリーンパーク茂原の廃棄物発電からの調達（1,818,792kWh）

・ 市内の家庭用卒ＦＩＴ太陽光発電からの調達（263kWh） 

・ 東京ガス㈱からの電力調達（1,036,000kWh） 

・ ＮＴＴアノードエナジ－㈱からの電力調達（4,115,423kWh）

※ 日本卸電力取引所における電力市場調達と連動 

  電力販売（合計：6,744,118kWh（≒6,744MWh）） 

・ 市有施設 246 件に対して電力供給 

  高圧 69 件（5,535,180kWh）、低圧 177 件（386,171kWh） 

・ 電力市場への売電（822,767kWh） 

  脱炭素先行地域への提案応募 

・ 環境省における「脱炭素先行地域」の選定に向け、宇都宮市

との共同提案により応募 

 

２ 

 

 

 

普及・啓発事業   市内での広報活動 

・ ホームページおよび「広報うつのみや」において、小売電気

事業開始および家庭用卒ＦＩＴ太陽光発電の買取周知 

・ ミヤラジ環境番組「エコみや」出演 

  その他 

・ 「宇都宮市ＳＤＧｓ人づくりプラットフォーム」へ参画 
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【参考】事業計画（会社設立５年目（2025 年度）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宇都宮ライトパワー

株式会社 

 

電力取扱量(年) 

約 40,000MWh 
(点線囲みは 

含まない) 

 

 

 

クリーンパーク茂原 

 

市内メガソーラー 
【5,000  ｈ】＋β

市外発電施設 
（日中不足分） 
（東京ガス等） 

【6,000  ｈ】-α-β

 

 

 

 

 

【34,000  ｈ】

その他市有施設

(全約 460 件に拡大)

市内事業者 

市外 

（夜間余剰分） 

(構成企業グループ)

【6,000MWh】 

【電源】 【供給先】 

市外電力 

約 6,000  ｈ

(15％) 

市内電力 

約 34,000  ｈ

(85％) 

市外供給 

約 6,000  ｈ 

(15％) 
（CO2 排出係数の低い電力）

家庭用太陽光発電 
【1,000  ｈ】＋α

約500件 

市内供給 

約 34,000  ｈ 

(85％) 

非バイオマス 

【15,000  ｈ】 

バイオマス（再エネ） 

【13,000  ｈ】 

市内ガスコジェネ 

⽇中 
不⾜分

夜間 
余剰分

※市内電源の確保に合わ

せて供給先を拡大 

市有施設 
（約240件）

ＬＲＴ 
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 ２ 株式及び株主に関する事項 

  株式の状況（2022 年 3 月 31 日現在） 

株式数 

発行可能株式総数 １，０００株

発行済株式総数 １，０００株

株主数 ５名

 

  株主（2022 年 3 月 31 日現在） 
住所、名称 引受株式数 引受総額 

１ 
栃木県宇都宮市旭一丁目 1 番 5号 

宇都宮市 
５１０株 ５１０万円

２ 
東京都千代田区大手町一丁目 5番 1号 

ＮＴＴアノードエナジー株式会社 
１９５株 １９５万円

３ 
東京都港区海岸一丁目 5番 20号 

東京ガス株式会社 
１９５株 １９５万円

４ 
栃木県宇都宮市桜四丁目 1 番 25 号 

株式会社足利銀行 
５０株 ５０万円

５ 
栃木県宇都宮市西二丁目１番 18 号 

株式会社栃木銀行 
５０株 ５０万円

合 計 １，０００株 １，０００万円
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３ 取締役会に関する事項 

当期中に開催された取締役会は 5 回で、それぞれ次の議案が決議され、また、主要な事

業を報告しました。 

回 開 催 日 議 案 等 

１ 2021 年 9月 1日 ・決裁権限基準表承認の件 

・代表取締役に事故があるときに株主総会を招集する取締役の順序の件 

・代表取締役に事故があるときに取締役会を招集し、議長となる取締役の順序の件

・臨時株主総会の件 

・臨時株主総会の目的事項決定の件 

・協定書締結の件 

・合弁契約書にかかる覚書締結の件 

２ 2021 年 9月 29 日 ・東京ガス㈱への委託業務と業務委託契約の件 

３ 2021 年 11月 30 日 ・ＮＴＴアノードエナジー㈱への委託業務と業務委託契約の件 

・電源との電力受給契約等の件 

・資金調達の件 

・市有施設との電力需給契約状況の件 

・家庭用卒ＦＩＴ太陽光発電の募集の件 

４ 2022 年 2月 16 日 ・21年度電源調達の件 

・22年度事業収支見通しの件 

・電力供給および卒 FIT 問合せ状況の件 

・第 5回取締役会 付議事項（案）の件 

５ 2022 年 3月 22 日 ・2022 年度 事業計画（案）の件 

・ＮＴＴアノードエナジー株式会社への業務委託契約の件 

・東京ガスネットワーク株式会社への業務委託契約の件 

・企業ロゴの件 

・2021 年度事業収支見通しの件 

・CP茂原長期間停止をふまえた収支改善策検討状況の件 

・LRT 変電所への電力供給の件 

・東京ガス株式会社の分社化対応の件 

 
当期中の書面決議事項は以下。それぞれ次の議案が決議されました。 

決 議 日 議 案 

2021 年 7月 30 日 ・事業計画承認の件 

2021 年 12 月 27日 ・電源との電力受給契約等の件 
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４ 株主総会に関する事項 

当期中に開催された株主総会は、臨時株主総会が 1 回で次の議案が議決されました。 

回 開 催 日 議 案 

臨時 2021 年 9月 1日 ・各取締役の報酬等の件 

・各監査役の報酬等の件 

 
５ 役員に関する事項（2022 年 3月 31 日現在） 
 役職 氏名 重要な兼職の状況等 

１ 代表取締役 酒井 典久 宇都宮市  

副市長 

２ 取締役 添田 卓弘 ＮＴＴアノードエナジー株式会社 

ビジネス推進本部 第二ビジネス推進部 部長 

３ 取締役 清 幹広 東京ガス株式会社 

宇都宮支社 支社長 

４ 監査役 新村 健司 株式会社足利銀行 

地域振興部 部長 

５ 監査役 市田 治雄 株式会社栃木銀行 

法人営業部 副部長 兼 地域創生室 室長 

 
６ 組織に関する事項（2022 年 3月 31 日現在） 

 
【組織体制図】 

 

 

株主総会

監査役

代表取締役 取締役

取締役会
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Ⅱ 決 算 書 
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Ⅱ 2021 年度 決算書 

 １ 当期の経営成績の概況・財務状態の概況 

当社は 2021 年 7 月 13 日に設立、7 月 30日に事業計画を策定し 2022 年 1月 1 日から小

売電気事業を開始しました。事業計画に則り、経済産業省への小売電気事業申請・登録、

資金調達、電源調達に加え、小売供給約款および料金メニューの整備、ホームページ開設

等を行い、小売電気事業開始前に、販売先となる市有施設との供給契約締結を順次進め、

事業を開始し、当期末において 246 件のお客さまに電力を供給しています。 

事業を開始した 2022 年 1月は順調な運営でしたが、当社の当期販売電力の 7 割超を占

め、基幹安定電源としての調達先であるクリーンパーク茂原（CP 茂原）の廃棄物発電が、

2022 年 2月 1日に火災により停止し、その後は不足分について日本卸電力取引所（JEPX）

から調達せざるを得ない状況になりました。JEPX の東京エリアプライス（当社調達価格）

は、2021 年度下期からの価格上昇傾向に加え、2022 年 2月のロシアのウクライナ侵攻に

よるエネルギー価格高騰による一層の上昇、通常は需給が和らぐ 3 月においても福島県

沖地震の発生と寒波到来による価格の高止まりの発生を受け、当社の当期売上原価が想

定を大きく上回ることとなりました。一方で、１月は需要低下時に CP 茂原廃棄物発電か

らの調達電力を JEPX に売電することにより、売上高の増加となりました。 

このようなエネルギー経済情勢や環境変化により、売上高は 1 億 3,086 万円、売上原

価は 1億 9,292 万円、一般管理費等は 489 万円、となりました。 

この結果、当期営業損失は 6,696 万円、経常損失は 6,722 万円となりました。これに加

え法人税等を計上した結果、当期純損失は 6,728 万円となりました。 

 

２ 今後の見通し 

2022 年度については、現況の JEPX 価格を踏まえた電力調達価格の想定と CP 茂原廃棄

物発電の再開見込み時期を織り込み、事業計画を策定し黒字化を見込んでいます。また、

JEPX 価格が高止まりした当期の 2022 年 1 月から 3 月において、計画通り CP 茂原廃棄物

発電が稼働した場合には営業利益は確保されていた検証も行っており、CP 茂原の安定電

源の確保・活用をベースとし経営安定化を図って参ります。 

一方で、CP 茂原が復旧し平常時の発電量が確保されるまでの期間、既存のお客さまに

対して燃料費調整単価の変更を行うなど、収益改善策の立案と実行により収益力を高め、

早期の累積損失の解消を図って参ります。 

 
 ３ 決算報告書 

添付報告書を参照ください。 
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参考）過去 5年間 JEPX エリアプライス東京 月間平均価格推移 

 

 
 

以上 

 

2022 年 1 ⽉
⼩売電気事業開始 
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